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児童福祉法等の一部を改正する法律の一部の施行に伴うこど

も家庭庁関係内閣府令の整備等に関する内閣府令の施行に伴

う関係条例の整備に関する条例（案）  

 

（軽井沢町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部改正）  

第１条 軽井沢町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める

条例（平成26年軽井沢町条例第22号）の一部を次のように改正する。  

 第３条中「場合」の次に「若しくは同条第 10項第３号の規定に基づき

保育を必要とする児童であって満３歳以上のものについて保育を行う場

合」を加える。  

 第７条第１項中「事項」の次に「（法第６条の３第 10項第３号に掲げ

る事業（以下「満３歳以上限定小規模保育事業」という。）を行う事業

者（以下「満３歳以上限定小規模保育事業者」という。）にあっては、

第１号及び第２号に掲げる事項）」を加え、同項第３号中「により」を

「（満３歳以上限定小規模保育事業者を除く。第６項及び第７項におい

て同じ。）により」に改め、同条第７項中「のものに限る。）」の次に

「又は満３歳以上限定小規模保育事業を行う事業所」を、「行う施設」

の次に「又は事業所」を加える。  

 第19条第６号中「利用定員」の次に「（満３歳以上限定小規模保育事

業者にあっては、満３歳以上の幼児の利用定員）」を加える。  

 第28条中「小規模保育事業Ｂ型」及び「小規模保育事業Ｃ型」の次に

「（満３歳以上限定小規模保育事業を除く。）」を加える。  

 第30条第２項第３号中「の規定」を「又は第３号の規定」に改める。  

 第36条中「第６条の３第 10項」を「第６条の３第10項第１号」に改め

る。 

 第49条中「という。）」と、」を「」という。）」と、」に改め、「

と、同条第４号中「次号」とあるのは「第 49条において準用する第 29条

第５号」」を削る。  

 附則第４項中「家庭的保育事業者等（」の次に「満３歳以上限定小規

模保育事業者及び」を加える。  



 附則第７項中「家庭的保育事業等」の次に「（満３歳以上限定小規模

保育事業を除く。）」を加え、「時」を「とき」に改める。  

 （軽井沢町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する

基準を定める条例の一部改正）  

第２条 軽井沢町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関

する基準を定める条例（平成26年軽井沢町条例第23号）の一部を次のよ

うに改正する。  

 目次中「・第52条」を「―第53条」に、「第53条」を「第54条」に改

める。 

 第２条を次のように改める。  

 （定義）  

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。  

⑴ 小学校就学前子ども  法第６条第１項に規定する小学校就学前子

どもをいう。  

⑵ 認定こども園  法第７条第４項に規定する認定こども園をいう。  

⑶ 幼稚園 法第７条第４項に規定する幼稚園をいう。  

⑷ 保育所 法第７条第４項に規定する保育所をいう。  

⑸ 家庭的保育事業 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第６条の

３第９項に規定する家庭的保育事業をいう。  

⑹ 満３歳未満等小規模保育事業  児童福祉法第６条の３第 10項に規  

定する小規模保育事業（同項第３号に掲げる事業を除く。）をいう。  

⑺ 満３歳以上限定小規模保育事業  児童福祉法第６条の３第 10項に

規定する小規模保育事業（同項第３号に掲げる事業に限る。）をい

う。 

⑻ 居宅訪問型保育事業  児童福祉法第６条の３第 11項に規定する居

宅訪問型保育事業をいう。  

⑼ 事業所内保育事業  児童福祉法第６条の３第 12項に規定する事業

所内保育事業をいう。  

⑽ 教育・保育給付認定  法第20条第４項に規定する教育・保育給付

認定をいう。  



⑾ 教育・保育給付認定保護者  法第20条第４項に規定する教育・保

育給付認定保護者をいう。  

⑿ 教育・保育給付認定子ども  法第20条第４項に規定する教育・保

育給付認定子どもをいう。  

⒀ 教育認定子ども 法第27条第１項に規定する教育認定子どもをい

う。 

⒁ 満３歳以上保育認定子ども  法第27条第１項に規定する満３歳以

上保育認定子どもをいう。  

⒂ 保育認定子ども 法第29条第２項に規定する保育認定子どもをい

う。 

⒃ 満３歳以上教育・保育給付認定子ども  子ども・子育て支援法施

行令（平成26年政令第213号。以下この条及び第13条第４項第３号

ア (ｲ)において「令」という。）第４条第１項に規定する満３歳以上

教育・保育給付認定子どもをいう。  

⒄ 特定満３歳以上保育認定子ども  令第４条第１項第２号に規定す

る特定満３歳以上保育認定子どもをいう。  

⒅ 満３歳未満保育認定子ども  令第４条第２項に規定する満３歳未

満保育認定子どもをいう。  

⒆ 市町村民税所得割合算額  令第４条第２項第２号に規定する市町

村民税所得割合算額をいう。  

⒇ 負担額算定基準子ども  令第13条第２項に規定する負担額算定基

準子どもをいう。  

(21 ) 支給認定証 法第20条第４項に規定する支給認定証をいう。  

(22 ) 教育・保育給付認定の有効期間  法第21条に規定する教育・保育

給付認定の有効期間をいう。  

(23 ) 特定教育・保育施設  法第27条第１項に規定する特定教育・保育

施設をいう。  

(24 ) 特定教育・保育 法第27条第１項に規定する特定教育・保育をい  

う。 

(25 ) 法定代理受領  法第27条第５項（法第28条第４項において準用す

る場合を含む。）又は法第 29条第５項（法第30条第４項において準



用する場合を含む。）の規定により市町村が支払う特定教育・保育

又は特定地域型保育に要した費用の額の一部を、教育・保育給付認

定保護者に代わり特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業者が

受領することをいう。  

(26 ) 特定地域型保育事業者  法第29条第１項に規定する特定地域型保

育事業者をいう。  

(27 ) 特定地域型保育 法第29条第１項に規定する特定地域型保育をい  

う。 

(28 ) 特別利用保育  法第28条第１項第２号に規定する特別利用保育を

いう。  

(29 ) 特別利用教育  法第28条第１項第３号に規定する特別利用教育を

いう。  

(30 ) 特別利用地域型保育  法第30条第１項第２号に規定する特別利用

地域型保育をいう。  

(31 ) 特定利用地域型保育  法第30条第１項第３号に規定する特定利用

地域型保育をいう。  

第６条第２項中「同号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・  

保育給付認定子ども」を「教育認定子ども」に、「抽選又は」を「抽選、  

」に、「第４項」を「第４項及び第20条第７号」に改め、同条第３項中

「同条第２号又は第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子ども」を「満３歳以上保育認定子ども又は満３歳未満保

育認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもを除く。）」に改め、同

条第４項中「選考方法」の次に「又は前項に規定する選考の方法」を加

える。 

第７条第２項中「法第19条第２号又は第３号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「保育認定子ども」に改

める。  

第12条の見出しを「（特定教育・保育の提供の記録）」に改める。  

第13条第４項第３号ア (ｱ)中「法第19条第１号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「教育認定子ども」に改

め、同ア (ｲ)中「法第19条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する



教育・保育給付認定子ども」を「満３歳以上保育認定子ども」に、「子  

ども・子育て支援法施行令（平成 26年政令第213号）」を「令」に改め、  

同号イ中「イに」を「このイに」に改め、同イ (ｱ)中「法第19条第１号に

掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「

教育認定子ども」に改め、同イ (ｲ)中「法第19条第２号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「満３歳以上保育

認定子ども」に改める。  

第15条第１項第３号中「第25条」を「第25条第１項」に改め、同項第

４号中「厚生労働大臣」を「内閣総理大臣」に改める。  

第20条第７号中「第６条第２項及び第３項に規定する選考方法」を「

選考方法及び第６条第３項に規定する選考の方法」に改める。  

第22条の見出し中「定員」を「利用定員」に改める。  

第25条中「幼稚園」を「学校教育法第１条に規定する幼稚園」に、「

学校教育法」を「同法」に改める。  

第35条第１項中「法第19条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子ども」を「教育認定子ども」に改め、同条第

２項中「法第19条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子ども」を「教育認定子ども」に、「同条第２号に掲げる

小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「満３歳

以上保育認定子ども」に改め、同条第３項中「同号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「教育認定子ども」

に、「同号又は同条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育

・保育給付認定子ども」を「教育認定子ども又は満３歳以上保育認定子

ども」と、「同号」とあるのは「同条第２号」に、「教育・保育給付認

定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども」を「教育認定子ど

も」とあるのは「教育認定子ども」に、「教育・保育給付認定子ども」

とあるのは、「教育・保育給付認定子ども」を「満３歳以上保育認定子

ども」とあるのは「満３歳以上保育認定子ども」に改める。  

第36条第１項中「法第19条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子ども」を「満３歳以上保育認定子ども」に改

め、同条第２項中「法第 19条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当



する教育・保育給付認定子ども」を「満３歳以上保育認定子ども」に、

「同条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認

定子ども」を「教育認定子ども」に改め、同条第３項中「同号に掲げる

小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「教育認

定子ども」に、「同条第１号又は第２号に掲げる小学校就学前子どもに

該当する教育・保育給付認定子ども」を「教育認定子ども又は満３歳以

上保育認定子ども」に、「同条第４項第３号イ (ｱ)中「教育・保育給付認

定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども」を「同条第４項第

３号イ (ｱ)中「教育認定子ども」とあるのは「教育認定子ども」に、「同

号イ (ｲ)中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認

定子ども」を「同号イ (ｲ)中「満３歳以上保育認定子ども」とあるのは「

満３歳以上保育認定子ども」に改める。  

第37条第１項中「第29条」、「第32条第１項」及び「第34条」を「第

28条」に改め、同条第２項を次のように改める。  

２ 特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保育事業者（満３歳  

以上限定小規模保育事業を行う者をいう。以下同じ。）を除く。）は、  

次の各号に掲げる地域型保育事業の区分に応じ、当該地域型保育事業

を行う事業所（以下「特定地域型保育事業所」という。）ごとに、当

該各号に定める利用定員を、満１歳に満たない小学校就学前子どもと

満１歳以上の小学校就学前子どもとに区分して定めるものとする。  

⑴ 家庭的保育事業、満３歳未満等小規模保育事業及び居宅訪問型保

育事業 法第19条第３号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定

員 

⑵ 事業所内保育事業  法第43条第３項に規定する労働者等監護満３

歳未満小学校就学前子どもに係る利用定員及びその他の法第 19条第

３号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員  

 第37条に次の１項を加える。  

３ 特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保育事業者に限る。

）は、満３歳以上限定小規模保育事業を行う事業所ごとに、法第 19条

第２号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員を定めるものとす

る。 



 第38条中「第42条」を「第42条第１項」に改める。  

第39条第２項中「は、利用」を「（満３歳以上限定小規模保育事業者  

を除く。）は、利用」に、「章」を「章（第43条第１項を除く。）」に、 

「法第20条第４項の規定による認定」を「教育・保育給付認定」に改め、  

同条第４項中「満３歳未満保育認定子ども」を「保育認定子ども」に改

め、「場合は、」の次に「第 42条第１項に規定する」を加え、同項を同

条第５項とし、同条第３項中「前項」を「前２項」に、「の選考方法」

を「に規定する選考の方法」に改め、同項を同条第４項とし、同条第２

項の次に次の１項を加える。  

３ 特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保育事業者に限る。

）は、利用の申込みに係る法第 19条第２号に掲げる小学校就学前子ど

も及び特定地域型保育事業所を現に利用している満３歳以上保育認定

子どもの総数が、当該特定地域型保育事業所の同号に掲げる小学校就

学前子どもの区分に係る利用定員の総数を超える場合においては、教

育・保育給付認定に基づき、保育の必要の程度及び家族等の状況を勘

案し、保育を受ける必要性が高いと認められる満３歳以上保育認定子

どもが優先的に利用できるよう、選考するものとする。  

第40条第２項及び第41条中「満３歳未満保育認定子ども」を「保育認

定子ども」に改める。  

第42条第１項第１号中「満３歳未満保育認定子ども」を「保育認定子

ども」に改め、同項第３号中「により特定地域型保育」を「（満３歳以

上限定小規模保育事業者を除く。第６項、第７項、第 11項及び第 12項に

おいて同じ。）により特定地域型保育（満３歳以上限定小規模保育を除

く。第６項、第７項及び第 12項において同じ。）」に改め、「その他の

」の次に「法第19条第３号に掲げる」を加え、「以下この号及び」を削

り、同条第７項中「のものに限る。）」の次に「又は満３歳以上限定小

規模保育事業を行う事業所」を、「行う施設」の次に「又は事業所」を

加え、同条中第11項を第12項とし、第８項から第10項までを１項ずつ繰

り下げ、第７項の次に次の１項を加える。  

８ 特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保育事業者に限る。

）は、第１項の規定にかかわらず、連携施設の確保に当たって、同項



第３号に係る連携協力を求めることを要しない。  

 第43条第１項中「から」を「（満３歳未満保育認定子どもに係る教育

・保育給付認定保護者に限る。）から」に改め、同条第４項第１号中「

特定教育・保育」を「特定地域型保育」に改め、同条第６項中「、第４

項」を「、同項」に改める。  

 第44条中「厚生労働大臣」を「内閣総理大臣」に改める。  

 第46条第７号中「に規定する選考方法」を「及び第３項に規定する選

考の方法」に改める。  

 第47条第１項及び第２項中「満３歳未満保育認定子ども」を「保育認

定子ども」に改める。  

 第48条の見出し中「定員」を「利用定員」に改め、同条中「の定員」

を削る。  

 第49条第２項中「満３歳未満保育認定子ども」を「保育認定子ども」

に改める。  

 第50条中「満３歳未満保育認定子どもに限り、特定満３歳以上保育認

定子ども」を「教育認定子ども」に、「第12条の見出し中「教育・保育

」とあるのは「地域型保育」と、第 14条の見出し中「施設型給付費」と

あるのは「地域型保育給付費」と、同条第１項中「特定教育・保育に係

る」を「第14条第１項中「」に改め、「特定地域型保育（特別利用地域

型保育及び特定利用地域型保育を含む。第 50条において準用する次項及

び第19条において同じ。）に係る」、「「特定教育・保育に」とあるの

は「特定地域型保育に」と、「特定教育・保育の」とあるのは「特定地

域型保育の」と、」及び「「特定教育・保育を」とあるのは「特定地域

型保育を」と、」を削り、「第 23条中「運営規程」とあるのは「第 46条

に規定する事業の運営についての重要事項に関する規程」を「第25条中

「各号（幼保連携型認定こども園である特定教育・保育施設の職員にあ

っては、認定こども園法第 27条の２第１項各号、学校教育法第１条に規

定する幼稚園である特定教育・保育施設の職員にあっては、同法第 28条

第２項において準用する認定こども園法第 27条の２第１項各号）」とあ

るのは「各号」に改める。  

 第51条の見出しを削り、同条の前に見出しとして「（特別利用地域型



保育の基準）」を付し、同条第１項中「が法第19条第１号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「（満３歳以

上限定小規模保育事業者を除く。以下この条において同じ。）が教育認

定子ども」に改め、同条第２項中「法第 19条第１号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「教育認定子ども」

に、「次条第１項」を「第53条第１項」に、「法第19条第２号に掲げる

小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「満３歳

以上保育認定子ども」に改め、同条第３項中「いう。次条第３項」の次

に「及び第53条第３項」を、「章（」の次に「第 37条第３項、第39条第

３項及び」を加え、「含む。次条第３項」を「含む。第53条第３項」に

改め、「の数」を削り、「章に」を「章（第43条第１項を除く。）に」

に、「同号又は同条第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育

・保育給付認定子ども（第 52条第１項の規定により特定利用地域型保育

を提供する場合にあっては、当該特定利用地域型保育の対象となる法第

19条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定

子ども」を「教育認定子ども及び満３歳未満保育認定子ども（特定満３

歳以上保育認定子どもを除き、第 53条第１項の規定により特定利用地域

型保育を提供する場合にあっては、当該特定利用地域型保育の対象とな

る満３歳以上保育認定子ども」に、「法第20条第４項の規定による認定

」を「教育・保育給付認定」に改め、「中「教育・保育給付認定保護者

」の次に「（満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護

者に限る。）」を加え、「法第19条第１号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子ども」を「教育認定子ども」に、「第

２項から第４項まで」を「前３項」に改める。  

 第53条を第54条とする。  

第52条第１項中「が、法第 19条第２号に掲げる小学校就学前子どもに

該当する教育・保育給付認定子ども」を「（満３歳以上限定小規模保育

事業者を除く。以下この条において同じ。）が満３歳以上保育認定子ど

も」に改め、同条第２項中「法第 19条第２号に掲げる小学校就学前子ど

もに該当する教育・保育給付認定子ども」を「満３歳以上保育認定子ど

も」に、「同条第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保



育給付認定子ども（前条第１項」を「満３歳未満保育認定子ども（第 51

条第１項」に、「法第19条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育・保育給付認定子ども」を「教育認定子ども」に改め、同条第３

項中「中「教育・保育給付認定保護者」の次に「（満３歳未満保育認定

子どもに係る教育・保育給付認定保護者に限る。）」を加え、「法第 19

条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子

ども」を「満３歳以上保育認定子ども」に、「子ども・子育て支援法施

行令第４条第１項第２号に規定する満３歳以上保育認定子どもをいう」  

を「特定満３歳以上保育認定子どもを除く」に改め、同条を第 53条とし、  

第51条の次に次の１条を加える。  

第52条 特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保育事業者に限

る。以下この条において同じ。）が教育認定子どもに対し特別利用地

域型保育を提供する場合には、法第 46条第１項に規定する地域型保育

事業の認可基準を遵守しなければならない。  

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定により特別利用地域型保育を

提供する場合には、当該特別利用地域型保育に係る教育認定子ども及

び特定地域型保育事業所を現に利用している満３歳以上保育認定子ど

もの総数が、第37条第３項の規定により定められた利用定員の数を超

えないものとする。  

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定により特別利用地域型保育

を提供する場合には、特定地域型保育には特別利用地域型保育を、地

域型保育給付費には特例地域型保育給付費を、それぞれ含むものとし

て、この章（第37条第２項、第39条第２項及び第40条第２項を除き、

第50条において準用する第８条から第 14条まで（第10条及び第13条を

除く。）、第17条から第19条まで及び第23条から第33条までを含む。

）の規定を適用する。この場合において、第 39条第３項中「第19条第

２号」とあるのは「第 19条第１号」と、「満３歳以上保育認定子ども

」とあるのは「教育認定子ども又は満３歳以上保育認定子ども」と、

「同号」とあるのは「法第 19条第２号」と、「教育・保育給付認定に

基づき、保育の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、保育を受ける

必要性が高いと認められる満３歳以上保育認定子どもが優先的に利用



できるよう、」とあるのは「抽選、申込みを受けた順序により決定す

る方法、当該特定地域型保育事業者の保育に関する理念、基本方針等

に基づく選考その他公正な方法により」と、第 43条第１項中「教育・

保育給付認定保護者（満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給

付認定保護者に限る。）」とあるのは「教育・保育給付認定保護者（

特別利用地域型保育の対象となる教育認定子どもに係る教育・保育給

付認定保護者を除く。）」と、同条第２項中「法第 29条第３項第１号

に掲げる額」とあるのは「法第 30条第２項第２号の内閣総理大臣が定

める基準により算定した費用の額」と、同条第３項中「前２項」とあ  

るのは「前項」と、同条第４項中「前３項」とあるのは「前２項」と、  

「掲げる費用」とあるのは「掲げる費用及び食事の提供（第 13条第４

項第３号ア又はイに掲げるものを除く。）に要する費用」と、同条第

５項中「前各項」とあるのは「前３項」とする。  

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。  



令和８年９月会議 

参考資料 １－１ 

 

児童福祉法等の一部を改正する法律の一部の施行に伴うこど

も家庭庁関係内閣府令の整備等に関する内閣府令の施行に伴

う関係条例の整備に関する条例の制定の理由  

 

 児童福祉法等の一部を改正する法律の一部の施行に伴うこども家庭庁関

係内閣府令の整備等に関する内閣府令（令和８年内閣府令第３号）により

家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成 26年厚生労働省令第

61号）等が改正され、満３歳以上限定小規模保育事業の基準が加えられた

ことに伴い、これらの基準に従って規定するもののほか、所要の改正を行

うもの  

 



令和８年９月会議 

参考資料 １－２ 

 

 

満３歳以上限定小規模保育事業の創設 

 
 

地域における就学前教育・保育の提供体制を柔軟化・適正化し、「すべてのこどもの育ちと子育て家

庭の支援」をより実効的なものとすること。 

目的 
児童福祉法等における地域型保育事業の種類を拡充し、満３歳以上の児童のみを対

象とする小規模保育事業（満３歳以上限定小規模保育事業）を新たに位置付けること

で、地域の実情に応じた柔軟な保育定員の再編と受け入れ先の確保を図る。 

期待される

効果 

・地域の実情に合わせた小規模な３歳以上児保育の導入 

・２歳児終了後の「３歳の壁（連携施設・受け入れ先の不足）」の解消・緩和 

・少人数環境を必要とする児童（配慮を要する児童等）に対するきめ細やかな保育環

境の提供 
 

 

 

対象児童 満３歳以上の未就学児童（主に３〜５歳児） 

事業の 

位置付け 

児童福祉法上「地域型保育事業」の類型の一つとして追加。市町村の認可事業として

整備。 

実施形態 

と特徴 

定員規模（６人以上19人以下等）の強みを活かし、小規模ならではの手厚い人員配置

や個別ケアを実施。幼稚園・保育所・認定こども園との連携を図りつつ、地域の多様な

ニーズに機動的に対応。 

 
 

関係府令等の施行に伴い、町が満３歳以上限定小規模保育事業者に対し認可及び確認を行うた

め、運営の最低基準や守るべき運営上の基準を定め、また、町による指導・監督や事務手続等を適切

に運用するため、関係府令に準じ、本条例により次の条例の改正を行う。 

・第１条関係 軽井沢町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成26年

軽井沢町条例第22号） 
（児童福祉法に基づき、小規模保育事業における施設設備や職員配置、運営の最低基準を定めた条例） 

・第２条関係 軽井沢町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定め

る条例（平成26年軽井沢町条例第23号） 
（子ども・子育て支援法に基づき、認可保育所等が給付金を受けるために、守るべき運営上の基準を定めた条

例） 

１．法律・関係府令等の改正に伴う制度創設の背景 

多様な保育需要への対応 

地域における保育ニーズの動向を踏まえ、満3歳以上の児童に対する小規模な環境での保育の提

供体制を一般枠組みとしての位置付けを検討 

特区事業の一般制度化 

国家戦略特別区域法に基づく「国家戦略特別区域小規模保育事業」（満3歳以上を対象）を廃止

し、全国展開可能な一般制度として再編 

 

２．制度の趣旨及び目的 

４．法律・関係府令等と本条例制定の位置づけ 

３．事業の概要 



議案第５１号 

 

 

 

学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴 

力等の防止等のための措置に関する法律施行規則の施行に伴 

う関係条例の整備に関する条例の制定について 

 

 

 学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止

等のための措置に関する法律施行規則の施行に伴う関係条例の整備に関す

る条例を別紙のとおり制定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 ８ 年 ９ 月 １ 日提出 

               軽 井 沢 町 長  土 屋 三千夫 

 

             令和 ８ 年   月  日 

               軽井沢町議会議長  川 島 さゆり 

 



学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴

力等の防止等のための措置に関する法律施行規則の施行に伴

う関係条例の整備に関する条例（案）  

 

 （軽井沢町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部改正）  

第１条 軽井沢町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める

条例（平成26年軽井沢町条例第22号）の一部を次のように改正する。  

 第14条を次のように改める。  

 （児童対象性暴力等の防止）  

第14条 家庭的保育事業者等は、法第 34条の16第４項において準用する

法第21条の５の18第４項の規定に基づき、児童対象性暴力等（学校設

置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等の

ための措置に関する法律（令和６年法律第 69号）第２条第２項に規定  

する児童対象性暴力等をいう。以下この条において同じ。）を防止し、  

及び児童対象性暴力等が行われた場合に利用乳幼児を適切に保護する

ため、児童等対象業務従事者（利用乳幼児と接する業務に従事する者

のうち、支配性、継続性及び閉鎖性のある環境の下で当該利用乳幼児

に接するものをいう。）に係る犯罪事実確認（同法第４条第１項に規

定する犯罪事実確認をいう。）その他の必要な措置を講じなければな

らない。 

（軽井沢町乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条

例の一部改正）  

第２条 軽井沢町乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定め

る条例（令和７年軽井沢町条例第23号）の一部を次のように改正する。  

 目次中「第20条」を「第21条」に、「第21条」を「第22条」に、「第

22条―第26条」を「第23条―第27条」に、「第27条・第28条」を「第28

条・第29条」に、「第29条」を「第30条」に改める。  

 第29条を第30条とする。  

第28条中「第25条及び第26条」を「第26条及び第27条」に改め、同条

を第29条とし、第27条を第28条とし、第22条から第26条までを１条ずつ



繰り下げる。  

第21条第３項中「第27条第４号」を「第28条第４号」に改め、同条を

第22条とし、第20条を第21条とし、第15条から第19条までを１条ずつ繰

り下げ、第14条の次に次の１条を加える。  

 （児童対象性暴力等の防止）  

第15条 乳児等通園支援事業者は、法第 34条の16第４項において準用す

る法第21条の５の18第４項の規定に基づき、児童対象性暴力等（学校

設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等

のための措置に関する法律（令和６年法律第 69号）第２条第２項に規

定する児童対象性暴力等をいう。以下この条において同じ。）を防止

し、及び児童対象性暴力等が行われた場合に利用乳幼児を適切に保護

するため、児童等対象業務従事者（利用乳幼児と接する業務に従事す

る者のうち、支配性、継続性及び閉鎖性のある環境の下で当該利用乳

幼児に接するものをいう。）に係る犯罪事実確認（同法第４条第１項

に規定する犯罪事実確認をいう。）その他の必要な措置を講じなけれ

ばならない。  

   附  則 

この条例は、令和８年12月25日から施行する。  



令和８年９月会議 

参考資料 ２－１ 

 

学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴

力等の防止等のための措置に関する法律施行規則の施行に伴

う関係条例の整備に関する条例の制定の理由  

 

 学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止

等のための措置に関する法律施行規則（令和７年内閣府令第 104号）によ

り家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成 26年厚生労働省令

第61号）等が改正され、家庭的保育事業者等及び乳児等通園支援事業者は

児童等対象業務従事者に係る犯罪事実確認その他の必要な措置を講じなけ

ればならない旨が規定されることに伴い、これらの基準に従って規定する

もののほか、所要の改正を行うもの  

 

 



令和８年９月会議 

参考資料 ２－２ 

 

児童対象性暴力等の防止に関する概要  

 
 

こどもに教育・保育等を提供する事業は、従事者が指導・支援等を通じて支配的・優越的立場に立

ち、継続的に密接な関係を持ち、保護者の目が届かない状況でこどもを預かるという特別な社会的関

係を有している。こうした特別な立場に乗じた性暴力を確実に防止するため、「こども性暴力防止法（学

校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のための措置に関する法

律）」が制定された。（令和8年12月25日施行） 
 

 

区分・項目 具体的な内容 

対象事業者 

学校設置者等（法定義務） 

学校、幼稚園、児童福祉施設等 

民間教育保育事業者（任意認定：こども家庭庁の認定を受けた事業者） 

認可外保育施設、学習塾、スポーツクラブ、放課後等デイサービス等 

事業者に求められる 

体制整備・措置 

① 従事者の特定性犯罪前科の確認（照会） 

② 性暴力・不適切行為の早期把握・相談体制・研修 

③ 前科判明時等の配置転換・内定取消等の防止措置 

④ 犯罪事実確認記録等の厳重な情報管理 

対象職種の 

判断基準（３要件） 

教員・保育士等のほか、業務実態に応じて「支配性」「継続性」「閉鎖性」の３

要件をすべて満たす職種（バス運転手、事務職員、ソーシャルワーカー、ボラ

ンティア等）を対象 

確認対象となる 

特定性犯罪前科 

拘禁刑終了後20年以内、執行猶予期間経過後10年以内、罰金刑終了後10

年以内の特定性犯罪前科が照会対象。前科が判明した場合は、こどもに接

する業務から外す防止措置を講ずる必要がある。 
 
 

法律施行規則等の公布に伴い、町が設置・所轄する家庭的保育事業所等における安全確保措置・

情報管理体制の法的整合性を確保し、町による指導・監督や事務手続等を適切に運用するため、関係

府令に準じ、本条例により次の条例の改正を行う。 

・第１条関係 軽井沢町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成26年

軽井沢町条例第22号） 
（児童福祉法に基づき、小規模保育事業における施設設備や職員配置、運営の最低基準を定めた条例） 

・第２条関係 軽井沢町乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（令和７年

軽井沢町条例第23号） 
（児童福祉法に基づき、乳児等通園支援事業における施設設備や職員配置、運営の最低基準を定めた条例） 

１．法律等の制定の背景 

教育・保育の場における性暴力の深刻な実態 

公立学校教職員による性犯罪・性暴力等を理由とする懲戒処分等が毎年200人以上に達し、全

国で刑事検挙件数5,000件以上・被害児童数1,200人以上（令和6年度文部科学省調査等）が発生

するなど、こどもに対する性暴力被害が絶えない深刻な状況である。 

２．法律等の趣旨及び目的 

４．法律等と本条例制定の位置づけ 

３．制度の概要 



議案第５２号 

 

 

 

軽井沢町一般職の職員の給与に関する条例の一部改正について 

 

 

 

軽井沢町一般職の職員の給与に関する条例（昭和３６年軽井沢町条例第

２１号）の一部を別紙のとおり改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 ８ 年 ９ 月 １ 日提出 

               軽 井 沢 町 長  土 屋 三千夫 

 

             令和 ８ 年   月  日 

               軽井沢町議会議長  川 島 さゆり 

 



軽井沢町一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する

条例（案）  

 

 軽井沢町一般職の職員の給与に関する条例（昭和36年軽井沢町条例第21

号）の一部を次のように改正する。  

 別表第５のウの１級の項中「臨床工学技手」の次に「・言語聴覚技手」

を加え、同ウの２級の項中「臨床工学技師」の次に「・言語聴覚技師」を

加え、同ウの３級の項中「臨床工学主査」の次に「・言語聴覚主査」を加

え、同ウの４級の項中「臨床工学主任」の次に「・言語聴覚主任」を加え

る。 

   附  則 

 この条例は、公布の日から施行する。  

 



令和８年９月会議 

参考資料 ３ 

 

軽井沢町一般職の職員の給与に関する条例の一部改正の理由  

 

 住民の言語、聴覚、摂食等の機能に係る問題に対する支援を充実させる

ため、言語聴覚士の確保を図ることに伴い、その職務の級の分類に関する

規定の改正を行うもの  

 



議案第５３号 

 

 

 

軽井沢町保健福祉複合施設木もれ陽の里条例の一部改正について 

 

 

 

軽井沢町保健福祉複合施設木もれ陽の里条例（平成１８年軽井沢町条例

第３０号）の一部を別紙のとおり改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 ８ 年 ９ 月 １ 日提出 

               軽 井 沢 町 長  土 屋 三千夫 

 

             令和 ８ 年   月  日 

               軽井沢町議会議長  川 島 さゆり 

 



軽井沢町保健福祉複合施設木もれ陽の里条例の一部を改正す

る条例（案）  

 

 軽井沢町保健福祉複合施設木もれ陽の里条例（平成18年軽井沢町条例第

30号）の一部を次のように改正する。  

別表第４中 

「

                              

」

を  

「

                              

」

に
 

改める。 

   附  則 

 この条例は、令和９年１月１日から施行する。  

 

保健センター  

こども家庭センター  

地域包括支援センター  

コミュニケーションホール  

休養娯楽室  

調理実習室  

ボランティアセンター  

午前８時30分から午後５時15分ま

で 

\ 

保健センター  

こども家庭センター  

地域包括支援センター  

午前９時から午後４時30分まで  

コミュニケーションホール  

休養娯楽室  

調理実習室  

ボランティアセンター  

午前８時30分から午後５時15分ま

で 

 



令和８年９月会議 

参考資料 ４ 

 

軽井沢町保健福祉複合施設木もれ陽の里条例の一部改正の理由  

 

 職員が事務処理に集中できる体制を整えることにより行政サービスの質

の向上を図るため、軽井沢町保健福祉複合施設木もれ陽の里の一部の施設

の使用時間を短縮するもの  

 



議案第５４号 

 

 

 

軽井沢町の自然保護のための土地利用行為の手続等に関する 

条例の一部改正について 

 

 

 

 軽井沢町の自然保護のための土地利用行為の手続等に関する条例（平成

２２年軽井沢町条例第１０号）の一部を別紙のとおり改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 ８ 年 ９ 月 １ 日提出 

               軽 井 沢 町 長  土 屋 三千夫 

 

             令和 ８ 年   月  日 

               軽井沢町議会議長  川 島 さゆり 

 



軽井沢町の自然保護のための土地利用行為の手続等に関する

条例の一部を改正する条例（案）  

 

 軽井沢町の自然保護のための土地利用行為の手続等に関する条例（平成

22年軽井沢町条例第10号）の一部を次のように改正する。  

 第15条中「土地利用行為者が」を削り、「に対して、」を「又は当該土  

地利用行為に係る設計者（その者の責任において、設計図書を作成した者  

をいう。）若しくは工事の請負人（請負工事の下請人を含む。）に対して、

」に、「講じる」を「講ずる」に改め、同条第１号及び第２号を次のよう  

に改める。  

⑴ 第10条の規定による通知がされる前に当該土地において協議対象土

地利用行為又はその準備行為があったとき。  

⑵ 第７条第１項の規定により提出された土地利用行為協議書その他書

類に虚偽の記載があるとき。  

 第15条第３号中「第９条」を「土地利用行為者が第９条」に改める。  

 第16条第１項中「土地利用行為者」を「者」に改め、同条第２項中「土

地利用行為者」を「勧告を受けた者」に改める。  

   附  則 

 （施行期日）  

１ この条例は、令和８年10月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２ この条例による改正後の軽井沢町の自然保護のための土地利用行為の

手続等に関する条例（以下この項において「新条例」という。）第15条

の規定は、この条例の施行の日以後に新条例第７条第１項の規定による

提出をする新条例第２条第２号に規定する土地利用行為者並びに同日以

後に提出される新条例第７条第１項に規定する土地利用行為協議書及び  

 これに係る新条例第２条第１号に規定する土地利用行為について適用し、  

 同日前にこの条例による改正前の軽井沢町の自然保護のための土地利用

行為の手続等に関する条例第７条第１項の規定による提出をする同条例

第２条第２号に規定する土地利用行為者については、なお従前の例によ

る。 



令和８年９月会議 

参考資料 ５－１ 

 

軽井沢町の自然保護のための土地利用行為の手続等に関する

条例の一部改正の理由 

 

 事前着手等の違反行為の抑制の実効性を高めるため、事前協議をしない

で、又は事前協議が終了する前に協議対象土地利用行為等があった場合等

における必要な措置についての勧告及び当該勧告に応じないときの公表の

対象となる者に当該土地利用行為に係る設計者及び工事の請負人を加える

もののほか、所要の改正を行うもの  

 

 



令和８年９月会議 

参考資料 ５－２ 

 

軽井沢町の自然保護のための土地利用行為の手続等に関する条例 

の一部改正について 

 

 

改正の趣旨・背景 

 「軽井沢町の自然保護のための土地利用行為の手続等に関する条例」に基づき、特定の土

地利用行為を行う場合には、町長との事前協議を義務付けている。しかしながら、町長との

事前協議を経ずに土地利用行為が行われている事例があることから、違反行為の抑制の実効

性を高めるため、公表規定の改正を行う。 

 

 

概 要 

●現状 

町長との事前協議が義務付けられている土地利用行為について、次のいずれかに該当する

ときは、町長は当該土地利用行為者に対して、必要な措置を講じるよう勧告することがで

き、また、当該土地利用行為者が、正当な理由がなく当該勧告に応じないときは、その行為

者の氏名、住所等を公表することができる。 

⑴ 事前協議が終了する前に土地利用行為に着手したとき。 

⑵ 事前協議の書類について虚偽の提出をしたとき。 

⑶ 自然保護対策要綱の基準に適合しないときの町長の助言又は指導に対し、必要な措置

をとらなかったとき。 

 

 

 

１ 上記の⑴及び⑵に該当する場合の勧告及び公表の対象者を、土地利用行為者だけ

でなく、土地利用行為に係る設計者及び工事請負人（請負工事の下請人を含む。）ま

で広げる。 

２ その他上記の⑴に土地利用行為の準備行為も含める。 

主な改正内容 



議案第５５号 

 

 

 

軽井沢町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定 

める条例の一部改正について 

 

 

 

 軽井沢町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例

（平成２６年軽井沢町条例第２２号）の一部を別紙のとおり改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 ８ 年 ９ 月 １ 日提出 

               軽 井 沢 町 長  土 屋 三千夫 

 

             令和 ８ 年   月  日 

               軽井沢町議会議長  川 島 さゆり 

 



軽井沢町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定

める条例の一部を改正する条例（案）  

 

 軽井沢町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（

平成26年軽井沢町条例第22号）の一部を次のように改正する。  

 第30条第３項中「准看護師」の次に「（以下「看護師等」という。）」

を加え、同項の次に次の２項を加える。  

４ 第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模保育事

業所Ａ型に勤務する理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、心理担当職

員（学校教育法（昭和 22年法律第26号）の規定による大学（短期大学を

除く。）若しくは大学院において、心理学を専修する学科、研究科若し

くはこれに相当する課程を修めて卒業した者であって、個人及び集団心

理療法の技術を有するもの又はこれと同等以上の能力を有すると認めら

れる者をいう。）又は障害児の療育に関する知識及び経験を有する者で

あって、障害児の療育の指導を行う業務に５年以上従事した経験を有す

るもののいずれかに該当し、かつ、子育てに関する知識及び経験を有す

る者（以下「特定理学療法士等」という。）を、１人に限り、保育士と

みなすことができる。ただし、当該特定理学療法士等が保育を行うに当

たっては、当該小規模保育事業所Ａ型の保育士（長野県が認定地方公共

団体である場合には、保育士又は長野県の区域に係る地域限定保育士。

次項において同じ。）（附則第８項又は第９項の規定により保育士とみ

なされる者を除く。次項において同じ。）による支援を受けることがで

きる体制を確保しなければならない。  

５ 前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育

を行う場合には、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該小規模保

育事業所Ａ型の保育士（前項ただし書の規定による支援を行う保育士を

除く。）による支援を受けることができる体制を確保しなければならな

い。 

 第32条第３項中「保健師、看護師又は准看護師」を「看護師等」に改め、  

同項の次に次の２項を加える。  

４ 第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模保育事



業所Ｂ型に勤務する特定理学療法士等を、１人に限り、保育士とみなす

ことができる。ただし、当該特定理学療法士等が保育を行うに当たって

は、当該小規模保育事業所Ｂ型の保育士（長野県が認定地方公共団体で

ある場合には、保育士又は長野県の区域に係る地域限定保育士。次項に

おいて同じ。）による支援を受けることができる体制を確保しなければ

ならない。  

５ 前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育

を行う場合には、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該小規模保

育事業所Ｂ型の保育士（前項ただし書の規定による支援を行う保育士を

除く。）による支援を受けることができる体制を確保しなければならな

い。 

第45条第３項中「保健師、看護師又は准看護師」を「看護師等」に改め、 

同項の次に次の２項を加える。  

４ 第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該保育所型事業

所内保育事業所に勤務する特定理学療法士等を、１人に限り、保育士と

みなすことができる。ただし、当該特定理学療法士等が保育を行うに当

たっては、当該保育所型事業所内保育事業所の保育士（長野県が認定地

方公共団体である場合には、保育士又は長野県の区域に係る地域限定保

育士。次項において同じ。）（附則第８項又は第９項の規定により保育

士とみなされる者を除く。次項において同じ。）による支援を受けるこ

とができる体制を確保しなければならない。  

５ 前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育

を行う場合には、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該保育所型

事業所内保育事業所の保育士（前項ただし書の規定による支援を行う保

育士を除く。）による支援を受けることができる体制を確保しなければ

ならない。  

第48条第３項中「保健師、看護師又は准看護師」を「看護師等」に改め、 

同項の次に次の２項を加える。  

４ 第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模型事業

所内保育事業所に勤務する特定理学療法士等を、１人に限り、保育士と

みなすことができる。ただし、当該特定理学療法士等が保育を行うに当



たっては、当該小規模型事業所内保育事業所の保育士（長野県が認定地

方公共団体である場合には、保育士又は長野県の区域に係る地域限定保

育士。次項において同じ。）による支援を受けることができる体制を確

保しなければならない。  

５ 前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育

を行う場合には、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該小規模型

事業所内保育事業所の保育士（前項ただし書の規定による支援を行う保

育士を除く。）による支援を受けることができる体制を確保しなければ

ならない。  

 附則第10項中「時」を「とき」に、「法第18条の18第１項の登録を受け

た者をいい、」を「長野県が認定地方公共団体である場合には、保育士又

は長野県の区域に係る地域限定保育士）（」に、「第45条第３項」を「第

４項若しくは第45条第３項若しくは第４項」に改め、「保育士の数（」を

削り、「とした」を「ものとした」に、「ものをいう。）」を「保育士の

数」に改める。  

   附  則 

この条例は、公布の日から施行する。  



令和８年９月会議 

参考資料 ６－１ 

 

軽 井 沢 町 家 庭 的 保 育 事 業 等 の 設 備 及 び 運 営 に 関 す る 基 準 を 定

め る 条 例 の 一 部 改 正 の 理 由  

 

 児 童 福 祉 施 設 の 設 備 及 び 運 営 に 関 す る 基 準 等 の 一 部 を 改 正 す る 内 閣 府 令

（ 令 和 ８ 年 内 閣 府 令 第 10号 ） に よ り 家 庭 的 保 育 事 業 等 の 設 備 及 び 運 営 に 関

す る 基 準 （ 平 成26年 厚 生 労 働 省 令 第61号 ） が 改 正 さ れ 、 小 規 模 保 育 事 業 所

Ａ 型 等 に お い て 、 理 学 療 法 士 等 を １ 人 に 限 り 保 育 士 と み な す こ と が で き る

旨 等 が 規 定 さ れ た こ と に 伴 い 、 同 基 準 に 従 っ て 規 定 す る も の の ほ か 、 所 要

の 改 正 を 行 う も の  
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